
研 究 成 果

　畜産の過程で排出される家畜排せつ物を有効利用する方法として、たい肥などの形で農地に施用する方法
があります。この研究では、農林業センサスで把握されたデータを使って、日本の農業経営体がどのくらい
たい肥を使っているのか、また、さらに欲しいという追加需要はどのくらいあるのかを分析しました。

す。
　このデータを使って、これまで、研究が行われて
きた「誰が」たい肥を使っているのか（例えば、岡
川・堀江，2024など）に加えて、「どのくらい」た
い肥を使っているのかを明らかにすることができる
と考えました。さらに、兵庫県では「たい肥の不足
量」についても調査されており、このデータを使う
と、もっとたい肥を使いたいという需要も把握でき
ることから、これらのデータを使って、たい肥の利
用・不足と経営体の状況との関連性を分析しまし
た。

３．結果

（１）利用割合が高い県と利用量が多い県は違う？
図１は、報告書（４．にURL等を紹介していま

す）の第４-１〜４-６図のデータを使って、各県の
「たい肥を利用する経営体の割合（％）」を横軸に、
「たい肥を利用する経営体の1haあたり利用量の中
央値（t/ha）」を縦軸にとったものを県別にプロッ
トしたものです。これをみると、たい肥の利用割合

１．背景

　農林水産省（2025）によれば、日本全国で年間
8,000万tの家畜排せつ物が発生しています。これら
の家畜排せつ物管理や、農用地の土壌からの温室効
果ガスの排出は、農林水産分野における主要な排出
源の一つと報告されています。また、家畜排せつ物
をたい肥などの形で土壌に適切に施用することは、
バイオマスの循環利用にもつながるなど、持続的畜
産を考える上で重要な位置を占めると考えられま
す。
　日本では、家畜排せつ物の約８割はたい肥等とし
て農地に還元・農業利用されていると報告されてい
ます。しかし、当然ながら、畜産が盛んな地域に家
畜排せつ物も多く排出されるなど、地域間の偏りが
あることが指摘されています。そこで、たい肥の広
域流通などを含めた、たい肥利用の促進は重要な政
策課題となっています。たい肥を利用することがで
きる農地があったとしても、農家さんがたい肥を入
手して、実際に使ってくれなければ、利用は進まな
いからです。以上から、たい肥がどのような農家
に、どの程度利用されているかを明らかにすること
は、重要な情報となると考え、分析を行いました。

２．分析のためのデータ

　「農林業センサス」では、日本の全ての「農業経
営体」１）を対象にして、５年に一度各経営体の状況
を調査しています。その中には、各都道府県が独自
に設定できる項目があります。2020年のセンサス
では、８つの県でたい肥に関する質問が設定され、
そのうち６つの県（茨城・千葉・神奈川・岐阜・兵
庫・長崎）では投入量（トン単位）を調査していま
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図１　たい肥の利用状況（県別）
資料：報告書の第４-１〜４-６図のデータから筆者作成。
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が高いものの、利用する場合の量は大きくない県
（千葉県）から、逆に、たい肥を利用する経営体の
割合は低いものの、利用量は多い県（兵庫県）まで
様々であることがわかります。この結果は、たい肥
利用促進策を検討する上で「利用する経営体数を増
やすこと」と「各経営体の利用量を増やすこと」は、
別のアプローチが必要である可能性を示唆していま
す。

（２）大規模な経営ほどたい肥を使う？
次に兵庫県を例に、「誰が」「どのくらい」たい肥

を使っているのかについて、経営面積規模との関係
性を図２で見てみます。これをみると、基本的に、
経営面積規模が大きくなるほど、たい肥を利用する
経営体の割合は高くなっている傾向にあることが読
み取れます。次に、1haあたりの利用量をみると、
基本的には、経営面積規模が大きくなるほど、単位
面積あたりのたい肥利用量は小さくなる傾向がみら
れます。
　すなわち、経営面積規模が大きいほど、たい肥を
利用する経営体の割合は高くなりますが、農地1ha
あたりの投入量は小さくなっていく傾向があるとい
えます。これは、なぜなのでしょうか。例えば、大
規模な経営体でたい肥が不足している傾向があるの
であれば、解決すべき課題です。

（３）たい肥が足りないのは、どんな経営体？
　（２）で示したように、大規模な経営体では、た
い肥を利用する経営体の割合が高い傾向がありまし
た。そこで「たい肥を利用している経営体」と「利
用していない経営体」を分けた上で、たい肥が不足
している経営体の割合と経営面積規模との関係をみ
た結果を図３で示します。これをみると、たい肥を
利用している経営体の方が、規模を問わず不足を感
じる割合が高いことがわかります（たい肥を利用し
ている経営体では、若干、大規模な経営体ほどたい
肥不足割合が高いようにもみえます）。なお、規模

図２　経営面積規模とたい肥利用（兵庫県）
注：例えば、［0.3, 0.5）は0.3ha以上0.5ha未満を表します。
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別のたい肥の不足量については、ばらつきが大きい
ためここでは省略します。

（４）畜産の盛んな地域では、たい肥が多く使われ
る？

　最初に、畜産の盛んな地域が偏って存在している
ことから、たい肥の広域流通が重要と述べました。
兵庫県では畜産経営体がある市町村の全て（35市
町村中35）でたい肥を利用する経営体がある一方、
畜産経営体がない市町村でも、約７割の市町村（11
市町村中８）でたい肥の利用があることがわかりま
した。このことから、たい肥の市町村などを超えた
広域流通は、やはり重要であることがわかります。

４．より詳しい内容へ

　報告書には、県別の細かい内容や規模別のたい肥
利用量の分布、地域別に家畜排せつ物の量を推計し
た結果とたい肥の利用量・不足量の関係なども掲載
しています。ご興味のある方は、ぜひ下記をご参照
ください。

注釈
１）農業経営体は、農家とは若干定義が異なります。ここでは

詳しく触れませんが、定義については、橋詰（2025）：p24
などにわかりやすくまとめられています。
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図３　経営面積規模とたい肥不足の関係
（たい肥の利用有無で分けたもの）
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